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１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生徒の実情に応じた学び直しによ
る基礎学力の定着を確かなものと
するとともに、ICT活用、アクティ
ブラーニング、ユニバーサルデザイ
ン化等を推進することで学力向上
を図る。 

○教職員が、１人１台の端末を有効に活用した
指導を行い、生徒個々の興味・関心を高め、
学力向上を図る。 

 

教務課 
 
 
 
 
 

・生徒１人１台端末が定着し保管の
整備も進んでいる。教職員の授業
での有効活用が、今後も課題であ
る。 

【成果指標】 
・生徒用端末を授業で活用したこ
とのある教員数が増加してい
る。 

○生徒用端末を授業で活用したことのある教職員数が全授業
担当者を分母として 

Ａ ８０％以上である。 
Ｂ ７５％以上８０％未満である。 
Ｃ ７０％以上７５％未満である。 
Ｄ ７０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 

○５月、２月に
調査 

○教職員が、学習習慣を定着させる指導及び、
授業の出席を促す指導を徹底し、生徒の授業
に取り組む意識を向上させる。 

 
 

生徒指導課 
 
 
 
 

・令和６年度は、無断早退や授業遅
刻を繰り返す生徒や授業の出席条
件を満たさない生徒が常在した。
引き続き授業への出席ルールを遵
守させる指導の徹底が、必要であ
る。 

【成果指標】 
・授業の出席を促す指導の対象生
徒数が減少している。 

○授業出席を促す指導の対象生徒数が 
Ａ １０名以下である。 
Ｂ １１名以上２５名以下である。 
Ｃ ２６名以上３５名以下である。 
Ｄ ３６名以上である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○２月末に集
 計 
 
 
 

 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

卒業までを見通したキャリア教育
に組織的に取り組み、生徒の希望進
路を実現する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○卒業生全員の進路実現のため、「産業社会と
人間」「総合的な探究の時間」「ＬＨ」等の
授業の中で、コミュニケーション能力、思考
力・判断力の育成を図る。 

 

進路課 
学年 
 
 
 

・進学に対して高い目標を掲げ、そ 
の実現に向けて取り組んでいる 
生徒が増えている。また、昨今の 
経済状況から、就職内定率も高い 
数値になっている。 

【成果指標】 
・年度末には全卒業生の希望する 
進路先が内定している。 

 
 

○年度末における全卒業生の進路内定率が 
Ａ ９０％以上である。 
Ｂ ８０％以上９０％未満である。 
Ｃ ７５％以上８０％未満である。 
Ｄ ８０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○３月に調査 
 
 
 
 

○生徒が、進路の目標をできるだけ早い時期に
設定できるようにキャリア教育を進め、望ま
しい職業観と社会性の育成を図る。 

○年度末に卒業予定の生徒が、遅くとも６月に
は進路目標を持てるように指導する。また、
６月に進路目標を持てなかった生徒には継続
的に指導する。 

進路課 
学年 
 
 
 
 

・近年、卒業年度になっても具体的
な目標が定まらない生徒が一定
数存在する。キャリア教育の観点
からも、卒業後の生き方や、 

 あるべき姿について、自分の事 
 として受けとめ、主体的に考える 
 力を身につける必要性がある。 

【成果指標】 
・年度末には卒業予定の生徒が、 
個々の実情に合った納得のい
く進選選択を行うことができ 
る。 

○年度末に卒業予定の生徒で、進路目標を持つものの割合が 
Ａ ９０％以上である。 
Ｂ ７５％以上９０％未満である。 
Ｃ ７０％以上７５％未満である。 
Ｄ ７０％未満である。 
 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○６月、１１月
 に調査 
 
 
 
 

 
３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規範意識・防災意識の育成、教育支
援の充実、外部機関との連携により
安心安全な学校づくりを推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○教職員は、広報活動をより充実させるため、
ホームページによる情報発信に取り組み保護
者や地域に開かれた学校づくりを推進する。
これにより、保護者に学校の様子を把握して
もらう。 

 
 
 

総務課 
 
 
 
 
 

・ホームページや学校メール・電話
連絡等の手段も含め、より一層、
保護者からの要望集約や保護者と
の密な連絡調整、情報発信が必要
になってきている。 

【成果指標】 
・ホームページ閲覧数の増加、 
学校メール配信やホームペー
ジによる行事予定や授業内容
の情報を発信する。 

○昨年のホームページ閲覧数(38172件)の 
Ａ １００％以上である。 
Ｂ ８０％以上８５％未満である。 
Ｃ ６０％以上７５％未満である。 
Ｄ ５０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○６月、９月、
 １２月に調
 査 
 
 
 

○教職員は、「どの生徒も、いじめの被害者に
も加害者にもなりうる」という基本認識を十
分にふまえた指導を行う。本校の「いじめ防
止基本方針」に基づく取組みを堅実に実施す
ることで、いじめの発生を防ぐ。 

 

生徒指導課 
 
 
 
 

・令和６年度は、生徒アンケートで
は１件、保護者からの相談による
１件、校内での生徒同士のけんか
による１件の併せて３件のいじめ
を認知した。個別の面談や集会等
を通じて、いじめの防止、早期発
見に一層努める必要がある。 

【成果指標】 
・いじめが発生しない。 
 
 
 

○いじめの発生件数が 
Ａ 重大事案が０件かつ認知件数が０件である。 
Ｂ 重大事案が０件かつ認知件数が５件以下である。 
Ｃ 重大事案が０件かつ認知件数が６件以上１０件以下であ
  る。 
Ｄ 重大事案が１件以上または認知件数が１１件以上である 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○９月末、１月
 末に集計 
 
 
 
 

○ゴミの分別や節電の意識を持ち、校内の省エ
ネ活動に取り組む主体性を育む。 

 

保健課 
 
 
 
 

・ゴミの分別については、学務員の
方々の協力もあり、校内美化が保
たれている。しかし、エアコンや
照明の消灯に関しては、改善の余
地がある。 

【成果指標】 
・分別や節電の意識をもち、校内
の省エネ活動に取り組むこと
ができる。 

 

○自ら分別や節電を意識している生徒が 
Ａ ９５％以上である。 
Ｂ ８５％以上９５％未満である。 
Ｃ ７５％以上８５％未満である。 
Ｄ ７５％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組により再
検討 
 

○９月、1月に
調査 
 
 
 

○効果的な支援を実践するために、学年会、養
 護教諭、外部機関等との連携による組織的支
 援体制を整備し対象生徒を適時に支援する。 
 
  
 

保健課 
相談室 
 
 
 
 

・令和６年度は、個別の教育支援計
画作成会後の調査で、目標を立て
ることが「できる」「まあまあで
きる」と回答した教職員は89.0%で
あった。 

【努力指標】 
・教職員が、生徒の困り感に気づ
き、周りと情報共有することが
できる。 

 

○教職員が、生徒の困り感に気づき、周りと情報共有するこ
とがきる。と自己評価した教職員の割合が、 

Ａ ９５％以上である。 
Ｂ ８５％以上９５％未満である。 
Ｃ ７５％以上８５％未満である。 
Ｄ ７５％未満である。 

Ｃ、Ｄの場合、 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○７月、１月に
 調査 
 
 
 
 

 
４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スポーツ活動や文化活動、ボランテ
ィア活動等をとおして自主・自立・
助け合いの精神を備えた活力ある
生徒を育成する。 
 
 
 
 
 
 
 

○部活動紹介や一斉活動日を通じて、生徒に活
動内容を具体的に伝え、積極的な参加を呼び
かける。  

 
 
 

生徒会課 
 
 
 
 

・令和６年度は、春から秋にかけて
部活動加入率が1.8％増加した。 
運動部と文化部の加入率が逆転し
ている。 

 

【成果指標】 
・生徒が興味関心のある部活動に
加入している。 
 
 

○部活動に加入している生徒の割合が 
Ａ ４５％以上である。 
Ｂ ３５％以上４５％未満である。 
Ｃ ３０％以上３５％未満である。 
Ｄ ３０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○５月、１０月
 に集計 
 
 
 

○オリエンテーションや全校集会時に、生徒会
活動や学校行事等について、分かりやすく説
明し、興味・関心を持たせ主体的な参加を促
す。 

 

生徒会課 
 
 
 
 

・体育祭や文化祭などの全ての学校
行事に魅力を感じ、主体的に参加
したいと思える工夫を重ねながら
、運営しPDCAにより精進していく
必要がある。 

【満足度指標】 
・生徒が、生徒会活動や学校行事
に満足している。 

 

○生徒会活動・学校行事に対する生徒の満足度が 
Ａ ８０％以上である。 
Ｂ ７０％以上８０％未満である。 
Ｃ ６０％以上７０％未満である。 
Ｄ ６０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○１０月、１１ 
 月に調査 
 
 
 

 
５ 
 
 

発達障害による困難さを抱える生
徒を対象に、通級指導などによる自
立活動を通して、自尊感情を高める
とともに、障害の改善または克服を
目指す。 
 

○通級指導を担当する教職員や外部講師等から
自立活動の指導法や支援について学ぶ。これ
を生かし、発達障害のある生徒が学習上・生
活上の困難さを改善克服できるよう取り組 
む。 

 

通級指導推
進 
 

・令和６年度は、通級担当者と担任
の情報共有や支援環境、連携など
を組織的に取り組むことで、生徒
が安心して過ごすことができる環
境の提供ができた。 

【成果指標】 
・教職員が、発達障害のある生徒
に関わり、個に応じた具体的な
支援の場面をもつことができ
ている。 

○発達障害のある生徒に関わり、個に応じた具体的な支援の
場面をもつことができたとする教職員の割合が 

Ａ ９０％以上である。 
Ｂ ８０％以上９０％未満である。 
Ｃ ７０％以上８０％未満である。 
Ｄ ７０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○７月、１月に
 調査 
 
 

 
６ 
 
 
 

効率的かつ効果的な業務遂行のた
め、組織的な業務改善に努める。 
 
 
 

○業務の見直し組織的な運営・業務遂行の効率
化、職員のワークバランスを意識して教育活
動の充実に努める。 

教頭 
 
 
 
 

・教職員に求められる業務が、多種
多様であり負担が大きい。組織的
な運営や業務遂行の働き方の改革
に対する意識を高めワークライフ
バランスを実践する必要がある。 

【努力指標】 
・ワークライフバランスを意識し
時間外勤務時間の縮減に努め
る。 

○時間外勤務時間の縮減に努めることができた教職員の割合
が 

Ａ ８０％である。 
Ｂ ７０％以上８０％未満である。 
Ｃ ６０％以上７０％未満である。 
Ｄ ６０％未満である。 

Ｄの場合原因
を分析し、取組
を再検討 
 
 
 

○７月、１月に
 調査 
 
 
 
 

 


